
認知症により資産凍結

家族信託勉強会・個別相談

資産が凍結されてしまうと、日常生活において非常に困った事態になりかねません。
これらの問題に対処できる新しい仕組み『家族信託』が注目されています。

「財産管理を信頼できる家族に託す」

成年後見制度との違いを知って、いざという時に備えましょう。

〒189-0013 東京都東村山市栄町2-8-18

TEL : 042-308-2000
10：00〜18：00

※火・水曜日定休日

講 師 家族信託勉強会

会場

〒189-0013東京都東村山市栄町２-８-１８
西武新宿線『久米川駅』徒歩２分

認定

家族信託コーディネーター

講師 塩田 隆行

預貯⾦が
おろせない

●完全予約制で、①［10：00〜12:00］ ②［13：30〜15:30］各時間帯
１組限定の勉強会です。ご予約時、ご希望の⽇にちと時間帯をご指定下さい。

●個別相談をご希望の場合は、「事前ヒアリングシート」をご記入、
ご返送のちに日程調整をいたします。詳細はお問い合わせください。

センチュリー21の加盟店は、すべて独⽴・⾃営です。

不動産を
売却できない

（賃貸オーナー）
賃貸借契約が
できない

※お客様、ならびに従業員の健康と安全に配慮し、新型コロナウイルスの感染拡⼤を防ぐため、お客様に下記をお願いしております。
●店内でのマスクの着⽤ ●店舗⼊⼝での検温のご協⼒（37.5℃以上のお客様は⼊店をお断りさせていただきます）
※店舗運営にあたって、下記の対応を⾏っております。
●従業員のマスク着⽤ ●従業員の⼿洗い、うがい、⼿指消毒 ●消毒液を使⽤した店内清掃 ●従業員の検温 ●お客様との⼀定距離の確保
●店内の定期的な換気
※個⼈情報保護法の定めに従い、個⼈情報については適正に保護および管理を⾏います。また、個⼈情報を正当な理由のある場合を除き、その
同意なくして第三者に開⽰若しくは提供することはありません。

資格： 宅地建物取引士 ・ 認知症介助士
相続診断士 ・ 不動産資産相談士

勉強会内容 ： 認知症とは、 成年後見制度とは、 家族信託とは、 活用事例

※１⽇の参加⼈数に限りがありますので、お早めにお申込みください。



2012年65歳以上⾼齢者⼈⼝3,079万⼈、認知症⾼齢者 462万⼈、
2025年には⾼齢者⼈⼝3,677万⼈に達し、5⼈に1⼈、730万⼈が認知症という推計も！
超⾼齢社会、⽼⽼介護（認認介護）が問題になっています。独⽴して別居する⼦供世帯の家庭が増
えたことにより、核家族化が進み、⼦供世帯に「迷惑かけられない」・「遠⽅に住んでいるため頼
めない」と考え、配偶者に介護されることを選び⾼齢夫婦間での⽼⽼介護（認認介護）を余儀なく
されています。早い段階で家族と話し合い対策を講じる必要があります。

「家族信託」とは、いま財産を持っている⼈が信頼できる相⼿に、⾃分の財産の管理や処分をする権
限を託すという財産管理の仕組みです。
管理委託や委任に似ていますが、この仕組みを使うことによって従来の相続対策や財産管理の⼿法で
はできなかった様々なことができる可能性が出てきています。
仕組みはシンプルです。財産を持っている⼈を「委託者」と呼び、管理を任せる、つまり託す財産の
ことを「信託財産」といいます。その「信託財産」を実際に管理してもらう⼈のことを「受託者」と
いいます。そして、その財産から得られる収益を得る⼈のことを「受益者」と呼びます。家族信託の
構造は、基本的にこの三者構造で成り⽴っています。
家族信託は、この受託者に家族・親族が就くことで「家族で財産の管理をしましょう」「⼀族でその
財産を守っていきましょう」という仕組みを実現することが⽬的なのです。

「家族信託」には、広く知られている「委任契約」「成年後⾒制度」「遺⾔」の各機能のよいところ
が含まれています。それぞれの制度を利⽤するには、別々の⼿続きを必要としますが、家族信託では、
⼀つの信託契約の中にそれらの機能を盛り込めることが最も⼤きなメリットと⾔えます。つまり、契
約締結とともに委託者は財産管理を受託者に委ねることになり、その後、委託者が病気や事故・認知
症等で判断能⼒を喪失したとしても⼀切影響を受けずに受託者による財産管理が遂⾏できるため、成
年後⾒制度の後⾒⼈による財産管理の必要がなくなる可能性があります。また、委託者の相続が起き
た後、誰に財産を遺すといった遺⾔で書くべきところを信託契約で遺しておくことで託した財産の承
継先が指定できるため、遺⾔の機能も持っているといえるのです。

■ 家族信託の仕組み 信頼しあえる家族間の契約だから、安⼼して任せる事ができる

■ 事例から学ぶ （勉強会で解説いたします。）
⺟親は、⾃宅はそのままで⾼齢者施設に⼊所し、将来、必要があれば売るなり
貸すなりしてもいいかと考えています。

⾼齢者施設に⼊所し⾃宅はそのままにしておくことはよくあるケースです。施設⼊所後に
認知症など意思判断能⼒が失われる状態になった場合、⾃宅の管理や処分は⼤きな問題の
ひとつとなります。⺟親の⽣活費や施設利⽤料等を捻出する⽬的で、仮に⾃宅を売却しよ
うとした場合、⾃宅は売ることができません。では、どの様な対策が必要でしょうか。

賃貸借契約は法律⾏為ですから、家族であっても⽗親名義の契約の主体者になることはで
きません。ましてや、意思判断能⼒がない状態の⽗親があたかも判断をしたかのような体
裁（代筆）を権限のない家族が⾏うことは、法律上⼤きな問題があります。同様に、将来
発⽣する「⼤規模修繕」「建替え」「売却」といった判断を必要とする⾏為は、原則的に
⾏うことは難しいといえます。では、どの様な対策をしておけば良かったのでしょうか。

⽗親はアパート２棟を所有し管理していますが、事故で意思判断能⼒がない状
態が続いています。現在、アパートの賃貸借契約書は⻑男や⻑⼥が⽗親の代わ
りに代筆しています。

⽗親は同居している⻑男夫婦に先祖代々の財産（不動産）を相続したいと考え
ていますが、⻑男夫婦には⼦供がいないため、最終的には⼆男の⼦供に継承し
てもらいたいと考えています。 （家督相続重視 資産継承対策）

家族信託勉強会 ・ 個別相談受付中
参加者には、内容を簡単にまとめた冊子と粗品プレゼント。

冊⼦：基礎からわかる家族信託
マンガでわかる家族信託
障がいのある⼦の親なきあと問題
事業継承の選択肢とは

粗品：マスク＆ティッシュケース

■ 65歳以上の認知症患者数と有病率の将来推計 ⾼齢者の５⼈に１⼈が認知症に

■ 家族信託のメリット 成年後⾒制度にかわる柔軟な⽣前の財産管理・遺⾔機能

（資産凍結対策）

（資産凍結対策・資産継承対策・共有対策）

仮に「⽗親→⻑男①→⻑男妻②」という順番で相続が発⽣するとします。⺠法上「⽗親の
孫に継承してもらいたい」という希望を実現させるためには、⻑男妻が遺⾔書で「⼆男の
⼦（甥）に財産を譲る」旨を書き残さなければなりませんが、⽗親の希望どおりの遺⾔書
を書き残す保証はありません。遺⾔書がなければ、妻の実家③に相当分の財産が移転する
ことになります。では、どの様な対策が必要でしょうか。

この様なケースは今後も増えてくると思います。どの様な問題が発⽣し、どの様な対策が必要なのか勉強会で解説いたします。

例えば⺟親が認知症、⽗親が介護をしているケースで対策は何もしていません。
●⽗（80歳）預貯⾦2,000万円・⾃宅不動産2,000万円
●⺟（75歳）認知症 ●⻑男（50歳）他県在住 ●次男（47歳）近所在住
【⽗が他界（相続発⽣）】【⽗が認知症を発症】それぞれの場合、どの様な問
題が発⽣するか考えてみましょう。 ※出典：内閣府「平成28年版高齢社会白書」

不動産の
共有対策

障がい者の
親なきあと対策

⼆次相続以降の
資産継承対策

事業継承
対策

振り込め
詐欺対策

認知症後の
相続対策

資産凍結
対策

％万人


